	

	① 平成24年度補正ものづくり中小企業試作開発等支援補助金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	② 平成25年度補正中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業
	２
	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	③ 平成26年度補正ものづくり・商業・サービス革新補助金
	２
	６
	
	
	
	
	
	
	
	

	④ 平成27年度補正ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金
	２
	７
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤ 平成28年度補正革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金
	２
	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥ 平成29年度補正ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金
	２
	９
	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _GoBack] (
革新的サービス
)【様式２】　　　　　　　　　※単体・共同申請共通です。
事業計画書
１．応募者の概要等
（１）応募者の概要
	（法人番号）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　特定非営利活動法人

	商号又は名称（カナ）：

	法人代表者役職：

	法人代表者名：

	郵便番号：
	
	
	
	
	
	
	
	

	本社所在地：

	電話番号：
	FAX番号：

	Webﾍﾟｰｼﾞ：
	SECURITY ACTION：□★一つ星 □★★二つ星 □該当なし

	補助事業の実施場所
□ 本社所在地と同一　　□ 本社所在地と異なる

	郵便番号： 
	
	
	
	
	
	
	
	

	所在地：

	事業所名：


	電話番号：
	FAX番号：

	担当者の役職及び氏名：［役職］　　　　　　　　　　　　　　［氏名］

	担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

	資本金・出資金（円単位）　　　　　　　　　　　　円
	従業員数：　　　　　　　　　　　　人

	創業・設立日（西暦）
	
	
	
	
	－
	
	
	－
	
	
	

	主たる業種（日本標準産業分類 中分類）
	コード
	
	名　称
	

	認定支援機関ID番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業計画書作成支援者名：［名称］※支援があった場合　　　　　　　［連絡先電話番号］




（２）株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０　　　年　　　月　　　日現在）
	主な株主又は出資者
	株主名又は出資者名
	所在地
	大企業
	出資比率(％)

	
	①
	
	
	【　　】
	　　　％

	
	②
	
	
	【　　】
	　　　％

	
	③
	
	
	【　　】
	　　　％

	
	④
	
	
	【　　】
	　　　％

	
	⑤
	
	
	【　　】
	　　　％

	
	⑥
	ほか　　　　　　人
	　　　％



（３）役員一覧（監査役を含む。）
	役職名
	氏名
	フリガナ
	生年月日（西暦）
	性別
	会社名
注.他社と兼務の場合

	
	
	
	年
	月
	日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	【　　】

	
	
	
	
	
	
	
	【　　】



（４）経営状況表（直近２期分の実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	２０１　年　　月～２０１　年　　月
	２０１　年　　月～２０１　年　　月

	① 売上高
	円
	円

	② 経常利益
	円
	円

	③ 当期利益
	円
	円



２．事業内容
（１）事業計画名（３０字程度）
	

	本事業で取り組む対象分野となる
業種（日本標準産業分類、中分類）
	コード
	
	名　称
	



（２）事業計画の概要（１００字程度）
	




	本事業で導入予定の機械装置等の名称
	



（３）対象類型の分野（複数選択可）
　中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドラインの内容を確認し、該当する項目に☑を付してください（複数選択可）。
	付加価値の
向上
	□新規顧客層への展開　　　□商圏の拡大　　　　　　□独自性・独創性の発揮
□ブランド力の強化　　　　□顧客満足度の向上　　　□価値や品質の見える化
□機能分化・連携　　　　　□ＩＴ利活用

	効率の向上
	□サービス提供プロセスの改善　　　　□ＩＴ利活用



（４）事業の具体的な内容
	その１：革新的なサービスの創出・サービス提供プロセスの改善の具体的な取組内容






	その２：将来の展望（本事業の成果の事業化に向けて想定している内容及び期待される効果）
○概　要






	その３：会社全体の事業計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	直近期末
[ 年 月期]
	１年後
（補助金事業実施年度末）
[ 年 月期]
	２年後
[ 年 月期]
	３年後
[ 年 月期]
	４年後
[ 年 月期]
	５年後
[ 年 月期]

	① 売上高
	
	
	
	
	
	

	② 営業利益
	
	
	
	
	
	

	③ 営業外費用
	
	
	
	
	
	

	経常利益(②－③)
	
	
	
	
	
	

	伸び率（％）
	
	
	
	
	
	

	④ 人件費
	
	
	
	
	
	

	⑤ 減価償却費
	
	
	
	
	
	

	付加価値額(②+④+⑤)
	
	
	
	
	
	

	伸び率（％）
	
	
	
	
	
	

	⑥ 設備投資額
	
	
	
	
	
	






３．これまでに補助金又は委託費の交付を受けた実績説明（申請中の案件を含む）
	事業名称及び事業概要
	

	事業主体（関係省庁・独法等）
	

	実施期間
	

	補助金額・委託額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　万円

	テーマ名
	

	本事業との相違点
	

	事業成果・実績
	（直近の事業化段階：　　　　）





４．経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	経費区分
	（Ａ）事業に要する経費
（税込みの額）
	（Ｂ）補助対象経費
（税抜きの額）
	（Ｃ）補助金交付申請額
（（Ｂ）補助対象経費×補助率
以内（税抜きの額））
	（Ｅ）積算基礎
（（A）事業に要する経費
の内訳（機械装置名、
単価×数量等））

	
	
	
	（Ｄ）補助率
	
	／
	
	

	機械装置費（単価５０万円以上）
	
	
	
	

	機械装置費（単価５０万円未満）
	
	
	
	

	技術導入費
	
	
	
	

	専門家経費
	
	
	
	

	運搬費
	
	
	
	

	クラウド利用費
	
	
	
	

	合　計
	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｃ）
	




５．資金調達内訳
		＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補　助　金
交付申請額
	（Ｃ）

	

	借　入　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　計　額
	（Ａ）         
	



	＜補助金を受けるまでの資金＞
	区　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借　入　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　計　額
	（Ｃ）         
	





経理担当者の役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　連　絡　先　　　　　　　　　　　　


６．その他加点項目
	（１）法令に基づく各種取得計画について（すべての事業類型）
　①　平成３０年１２月２１日以降に申請した先端設備等導入計画の認定取得
　□　「補助事業の実施場所のある市区町村（名称：　　　　　）が令和元年７月３１日までに『固定資産税ゼロ』の特例を措置しており、かつ、先端設備等導入計画の認定を受けている（認定申請中も含む）」

	　②　経営革新計画の承認取得
　□　有効な期間の経営革新計画の承認を応募申請時に受けている（承認申請中も含む）

	　③　経営力向上計画の認定取得（特定非営利活動法人が単体で申請する場合は加点対象外）
　□　有効な期間の経営力向上計画の認定を応募申請時に受けている（認定申請中も含む）

	　④　地域経済牽引事業計画の承認取得（承認申請書中の共同申請者である場合を含む）
　□　有効な期間の地域経済牽引事業計画の承認を応募申請時に受けている（承認申請中も含む）

	（２）事業継続力強化計画または連携事業継続力強化計画の認定取得について（すべての事業類型）
　□　有効な期間の事業継続力強化計画または連携事業継続力強化計画の認定を応募申請時に受けている（認定申請中も含む）

	（３）総賃金の１％賃上げ等の実施状況について（すべての事業類型）
□　①　企業による従業員向けの教育訓練費支出総額（外部研修費用、資格取得・技能検定の受験料、定時制高校や大学の授業料などに対する企業による補助総額）が給与支給総額の１％以上である企業
□　②　以下のいずれも満たす賃上げを実施している企業
　　　・　平成３０年の給与支給総額が、２９年と比較して１％以上増加
　　　・　平成３１年（令和元年）の給与支給総額を３０年と比較して増加させる計画
□　③　平成３１年（令和元年）の給与支給総額を３０年と比較して１％以上増加させる計画
　　　を有し、従業員に表明している企業

具体的な取組内容について







	（４）小規模企業者・小規模事業者について（小規模型のみ）
　□　小規模企業者・小規模事業者または常時使用する従業員が２０人以下の特定非営利活動法人である

	（５）購入型クラウドファンディングで一定規模以上の支援金額を集めた企業について
「公募開始日１年前（平成３０年８月２０日）から応募申請日までの間に購入型クラウドファンディング等によって一定規模以上の支援金額を集めた企業」に該当する
　□　設定した目標金額以上の支援金額を期間内に達成
　□　１００万円以上の支援金額を期間内に達成

　購入型クラウドファンディング等を活用したプロジェクト
ＵＲＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　利用したプラットフォームの運営会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




